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１．はじめに 

ダム下流では、ダムによる流況変化の影響の程度

に応じて、攪乱の減少など河川環境に変化が生じる。 

この改善のため、洪水調節容量を活用する弾力的

管理を試験的に実施する中で、下流河川に攪乱を生

じさせるフラッシュ放流が実施されてきた。しかし、

活用できる水量の制約から小規模な放流となるため、

効果は主に河床堆積物の流掃等にとどまっている。 

 淵やワンド、自然裸地の維持、形成等、より広範

な効果を目指すためには、より多くの水量を活用す

る新たな手法を確立することが必要である。 

 

２．中規模フラッシュ放流 

弾力的管理よりも多くの水量を活用する手法とし

て、年数回程度の出水規模の放流(中規模フラッシュ

放流)を行うことを目指し、検討を進めている。 

 中規模フラッシュ放流の手法としては、融雪出水、

ドローダウン、洪水時後期放流等を活用するものが

考えられる。(図1) 

 

３．札内川ダムにおけるフィールド試験 

従来、十勝川水系札内川には広い礫河原が広がり、

礫河原には、国内でも限られた地域にしか生育しな

いケショウヤナギが広く分布してきた。 

しかし、近年、河道の樹林化で礫河原が減少し、

生態系への影響が憂慮されている。このため、札内

川ダムにおいて、礫河原の再生等を目的に、ドロー

ダウンを利用した中規模フラッシュ放流が、ケショ

ウヤナギの種子散布直前の時期を選んで試行された。

試行時の最大放流量は約112㎥/sであり、年最大流入

量約172㎥/s (1997年～2010年の平均)の約65%に相

当する。 

試行後には、KP54.7km地点(ダム下流約5km)におい

て堆積、洗掘が確認されるなど河道に変化が生じ(図

2)、また、陸域に定着していた他のヤナギ類の実生

の流出も確認された。流速、河床材料、付着藻類、

植生、底生動物、魚類等については、詳細な分析を

行っているところである。 

 

４．終わりに 

中規模フラッシュ放流の手法を確立するためには、

異なる手法等での試行を積み重ねることが必要であ

る。今後は、複数のダムで試行を行い、中規模フラ

ッシュ放流のマニュアルとしてとりまとめたい。 
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図２ 放流前後の横断面変化(KP54.7km地点) 
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図１ 中規模フラッシュ放流の手法 
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１．はじめに 

河川行政における市民との連携は、市民の持つ多

様な分野の知識の活用、地域の実情を踏まえたきめ

細やかな対応、河川や地域に対する住民意識の醸成

（地域固有の公共財産としての河川の重要性を認

識）等様々な意義があり、各地で環境管理、環境調

査等の連携が行われている。 

しかしながら連携上の課題も指摘されており、解

決方策の一つとして情報共有の必要性が挙げられて

いる。本研究では、河川環境に関する市民・河川管

理者間の情報共有の実態・課題を把握し、情報共有

を行いやすくする環境整備として、Webによる情報共

有システムの開発を進めている。 

 

２．情報の受発信の状況、情報ニーズ 

 市民団体を対象に座談会やアンケート調査を実施

したところ、 

・河川管理者や他の市民団体、会員等の様々な主体

に対し様々な手段（HP、メール、広報誌、電話、ワ

ークショップ等）を用いて情報を収集・伝達してい

る。また、対象に応じて手段を使い分けている。 

・市民団体が求めている情報（例えば、環境保全活

動団体は、河川改修や草刈り等の維持管理の詳細情

報がほしい等）が河川管理者等のWebサイトではあま

り発信されていない。あるいは情報の場所が分かり

にくい。 

・川に関心を持った人が学び使える分かりやすい川

の総合サイトがほしい 

等の結果が得られた。 

 

３．河川環境情報共有システムの開発 

河川環境に関心を持った人がほしい情報に容易に

たどり着くことができる、行政の持つ河川環境情報

を客観的・総合的に分かりやすく発信することを目

指し、システム設計を行った。設計にあたっては、

主な利用者として想定している市民団体にシステム

の機能等のニーズや意見を聴取しながら進めた。 

【本システムの機能と特徴】 

・市民団体からニーズの高かった生物及び水質・流

量に関する情報について、国土交通省の調査結果（デ

ータ）をマップ（WebGIS）から検索できる。水質・

流量データについてはグラフ表示にも対応している。 

・ほしい情報への窓口機能として、生物や水質・流

量に関わるサイト、各地の河川管理者のサイトや、

川の活動を行っている市民団体等のサイトの概要を

紹介している。また、WebGISからの検索もできる。 

現在、一部地域を対象に試験運用を行っている。

今後、意見交換会やアンケート調査を通じて市民団

体と連携しながら、システム改良の方向性を検討し

ていきたい。 

 

図 河川環境情報共有システム（トップページ） 

【参考】河川環境研究室HP（本稿関連論文等を掲載。情報

共有システムサイト公開予定） 

http://www.nilim.go.jp/lab/dbg/index.htm 
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